

























































































































































































妻の平均初婚年齢 2323.824.424.524.224.725.225.525.926.3 27 2828.829.4

















































1989年 1998年 2006年 2013年
総 数 466,876（100.0） 333,220（100.0） 276,352（100.0） 186,253（100.0）
20歳未満 29,675（6.4） 34,752（10.4） 27,367（9.9） 19,359（10.4）
20～24歳 83,931（18.0） 79,762（23.9） 68,563（24.8） 40,268（21.6）
25～29歳 79,579（17.0） 69,402（20.8） 57,698（20.9） 37,999（20.4）
30～34歳 103,459（22.2） 62,396（18.7） 57,516（20.8） 36,757（19.7）
35～39歳 111,373（23.9） 57,122（17.1） 45,856（16.6） 34,115（18.3）
40～44歳 54,409（11.7） 26,855（8.1） 17,725（6.4） 16,477（8.8）
45～49歳 4,237（0.9） 2,823（0.8） 1,572（0.6） 1,237（0.7）
50歳以上 72（0.0） 45（0.0） 26（0.0） 22（0.0）
不 詳 141（0.0） 63（0.0） 29（0.0） 19（0.0）
（出所） 厚生労働省（2014），他各年版，より作成。
図表15 女性の初産年齢階層別件数（比率）
年 齢 2005年 2008年 2011年 2014年
総 数 512,412 （100.0） 517,724 （100.0） 494,712 （100.0） 474,196 （100.0）
14歳以下 42 （0.0） 38 （0.0） 43 （0.0） 43 （0.0）
15～19歳 14,752 （2.9） 13,830 （2.7） 11,857 （2.4） 11,575 （2.4）
20～24歳 87,276 （17.0） 84,619 （16.3） 69,536 （14.1） 58,556 （12.3）
25～29歳 192,672 （37.6） 179,821 （34.7） 169,533 （34.3） 152,493 （32.2）
30～34歳 162,367 （31.7） 165,532 （32.0） 154,997 （31.3） 151,727 （32.0）
35～39歳 48,573 （9.5） 64,545 （12.5） 74,945 （15.1） 80,142 （16.9）
40～44歳 6,492 （1.3） 9,126 （1.8） 13,451 （2.7） 19,084 （4.0）
45～49歳 211 （0.0） 195 （0.0） 324 （0.0） 534 （0.1）

















































































































































新鮮胚（卵）を用いた治療 82,108 4,740 110,764
凍結胚（卵）を用いた治療 119,089 27,715 145,451
顕微授精による治療 125,229 5,498 85,535
合 計 326,426 37,953 341,750
（出所） 同上，2454ページ。
症
例
数
日本において体外受精が始まったのは1983年である。続いて1988年に凍結・融解胚の治
療が開始され，また顕微授精が1993年に開始された（29）。とりわけ凍結・融解胚治療が2002
年以降，急増している。出生児数も増加しており，図表22に示されているように，2012
年には新鮮胚（卵））を用いた体外受精で4,740人，顕微授精で5,498人，そして凍結・融解
胚（卵）治療では27,715人が出生している。2012年までの累積出生児数は，新鮮胚（卵）
の体外受精で約11万人，顕微授精で約8万5千人，そして凍結胚（卵）治療で約14万5千
人にのぼっている。
しかし，こうした高度医療技術によるARTといえども，前節で列挙したような加齢に
よる問題を克服できるわけではない。図表23を参照されたい。これはARTによる治療数
に対する妊娠率，出産率，流産率を，女性の年齢別に示したグラフである。図表21，図表
22と同様，日本産科婦人科学会の公表資料に基づき，作成したものである。30歳代後半以
降，とりわけ40歳以上の年齢層で流産率が際立って高まる現実を明確な形で確認すること
ができる。日本産科婦人科学会が「高年初産」と規定している年齢層の問題である。逆に妊
娠率，出産率に関しては，この年齢層での低さが顕著である。また流産率が50歳以上で急
減するのは，そもそも妊娠自体が極めて困難で稀な例外的事例に限定されるからである。少
子化対策の一環として不妊治療が注目される中，政府補助，保険適応等において年齢制限を
課すべきとする見解は，こうした現状に依拠するものである。
既に言及したところではあるが，加齢に伴う卵子の老化・劣化には，したがってそれに起
因する妊孕力低下には特効薬はない。ところが，同じ条件下で若年女性からの提供卵子を用
いると，同じ母体でも妊娠率は低下しないという。これは，母体年齢が上昇しても着床に必
要な子宮や卵巣の機能に低下はみられないこと，卵巣内卵子の老化が妊娠率低下の原因であ
ることを何よりも明確に表している（30）。
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図表23 女性の年齢とARTによる妊娠率・出産率・流産率
（出所） 日本産科婦人科学会（2012），より作成。
以上，極めて簡略的ではあったが高齢妊娠・出産に関わる諸問題や晩産化とARTをめぐ
る現状をみてきた。いかに医学，科学進歩が目覚しくとも，人間の老化，とりわけ妊娠・出
産に関わる加齢の影響には，抗えない限界があるという現実を，あたらめて確認した次第で
ある。
「個」による「自由意思」「自己選択」「自己決定」にもとづく自由な人生を求めるさまざ
まな取り組みがある。とりわけ女性にとって「妊娠・出産」という自然性が家父長制社会の
下，女性抑圧の最大の困難さであり続けた歴史があり，したがってそこからの身体的解放に
重大な意義を置く動きがある。リプロダクティブ・ヘルス／ライツは，そうして高揚し続け
る価値観を新たな用語に集約させたものといえよう。ところがそのような「個」の行動も，
現実に具体的な自然的限界・制約に直面するや，一転，たとえばARTに向かう。それぞれ
の「個」としての人生の生物学的な壁に挑む，科学技術による超克の試みである。ARTと
いう非自然性の極致に新たな生命の創出が求められる。それを自然性からの解放というので
あろうか。だがこういう動きの多くは，その一方で「個」を取り巻く環境問題などに対して
は，殊更自然性を主張し，たとえば遺伝子組み換え食品等，人工的な高度生物学的・科学的
技術の成果を拒否する。
日本でのある年齢層にとくに顕著にみられるART問題の，日本ならではの特異な問題性
を解く糸口も，何かしらそのあたりに見出せるように思えてならない。Ⅲ以降，更なる考察
を続ける。
〈注〉
（1） 厚生労働省（2015a）。
（2） 日本産科婦人科学会（2014）。
（3） 国立社会保障・人口問題研究所（2010）。
（4） 内閣府（2015）a，61ページ。
（5） 同上，5051ページ。
（6） 日本女性の初産平均年齢が初めて30歳を越え30.1歳を記録したのは2011年である。それ以
降，上昇を続けている。厚生労働省（2015）a。
（7） 1991年の厚生省からの「マル高」印使用停止要請には「プライバシーとの絡みが問題とされ
る」等，さまざまな要因が絡んでいるようだ。『朝日新聞』（1991）。
（8） 片桐由起子・他（2014）161，162ページ。またこの点については，産科婦人科学会へ聞き取
り調査を行った（対応：産科婦人科学会事務局桜田）。
（9） 内田美穂・他（2010）143ページ。
（10） 国立社会保障・人口問題研究所（2006）。
（11） 岩澤美帆・三田房美（2007）24ページ。
（12） 都道府県別の女性の初産平均年齢が最も高齢なのは東京都であり，2014年で34.3歳となってい
る。いわゆる高齢初産年齢にほぼあたる状況である。厚生労働省（2015b）。
（13） 離婚・再婚率の上昇も，新しいパートナーとの間に子を持ちたいと思う気持ちから高齢での挙
児希望増加の一因となっているともいわれている（片桐由起子・他（2014）157161ページ）。
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今日の晩産化の背景には，結婚をめぐる日本のさまざまな状況変化が影響していることを理解せ
ねばならない。
（14） 1992年，日本産科婦人科学会が，高年初産婦の定義を30歳以上から35歳以上に引き上げた
ことが，日本の30歳代女性のさらなる晩産化を進めることになった，とする見解もある。『日本
経済新聞』（2002）。
（15） 後に少子化担当大臣となる福島瑞穂をはじめ，多くのフェミニズム活動が「産まない選択」へ
の賛意を積極的に説いていた。福島瑞穂（1992）。
（16） 放送内容はその後，書籍化された。NHK取材班（2013）。
（17）『NHKスペシャル』（2012）。
（18） 片桐由起子・他（2014）162163ページ。
（19） 内田美穂・他（2010）144ページ，生水真紀夫・他（2014）157158ページ。
（20） 同上。
（21） 安達知子・他（2004）245246ページ。
（22） 小松一・他（2003）14031407ページ。
（23） 内田美穂・他（2010）145148ページ。
（24） 朝倉啓文・他（2003）14171425ページ。
（25） 生水真紀夫・他（2014）153ページ。
（26） 片桐由起子・他（2014）157161ページ。
（27） 同上，163164ページ。
（28） 斉藤英和（2013）2445ページ。
（29） 斉藤英和（2012）13ページ。
（30） 生水真紀夫・他（2014）155157ページ。
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SpecialCircumstancesoftheDeclining
BirthrateIssueinJapan:
DelayingMarriageandLateChildbearing,
andReproductiveHealthandRights
YukoKawauchi
Delayingmarriageandthesubsequentdecliningbirthrateareseriousissuesfac-
ingaldevelopedcountries.However,recently,aspecialsituationisdevelopingin
Japan.ThatisAssistedReproductiveTechnology（ART）expandingtothefulextent.
Thismakesroomfornewstudiesonwhywe・vereachedthispointinhumanreproduc-
tion,consideringthisspecialcontextinJapan.Thispaperbeginsbyexaminingthe
decliningbirthrateandannualtrendoflatechildbearinginJapan,thenidentifies
variousproblemsconcerningpregnancyandbirthduetolatechildbearing,andfinaly
providesanoverviewofthesituationofARTinrecentyears.
